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商 工 労 働 総 務 課
総務・人事グループ
　部課の一般庶務事項を掌理するとともに、栄典表彰に関する事項等を行い、事務事業の適切な執行に努めた。

　また、部の人権関係施策について調整を行うとともに、中小企業者等に対する人権研修等を実施した。

　さらに、部の人事（職員の異動、昇任、採用等）について調整を行うとともに、業務　　　　内容の充実、改善等を積極的に推進した。
１　部業務連絡調整　
府議会・監査等部業務の連絡調整を行うため、関係部・課・出先機関との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。

２　栄典・表彰
(1) 叙位・叙勲　
功績のあった者について具申し、次のとおり叙位･叙勲が授与された。
　　　春の叙勲　　　　　　　４名　
　　　秋の叙勲　　　　　　　２名
　　　死亡叙勲・叙位　　　　０名　

　　　高齢者叙勲　　　　　　１名
(2) 褒章　
本府産業・労働関係に功績のあった者について具申し、次のとおり褒章が授与された。
　　　春の褒章　　　　　　　５名
　　　秋の褒章　　　　　　　２名
(3) 憲法記念日知事表彰　
大阪府表彰規則に基づく憲法記念日知事表彰候補者として次のとおり内申し、表彰された。

　　　産業功労者　　
　　　　商工関係　　　　　　２８名

　　　　労働関係　　　　　　１０名

　　　公共関係功労者　

　　　　府政関係（労働）　　　３名

　　　　文化関係（工芸）　　　４名
(4) 大阪府商工関係者表彰　
大阪府の商工業の振興発展に功績のあった個人もしくは団体を、大阪府商工関係者表彰実施要領に基づき次のとおり表彰した。
	
	団体役員　　　１３３名
団体職員　　　　１６名
従 業 員　　　　６３名
事業所等　　　　　９事業所
団　　体　　　　　１団体

	
	合計　　　　２２２


　　
３　中小企業者等に対する人権研修

府内の結婚相談業者に対し、人権問題についての理解と認識を深めるため研修会を実施した。
企画グループ
１　部行政の企画立案・総合調整

 (1) 商工労働施策の企画立案

商工労働部施策に関する企画立案及び連絡調整を行った。
(2) 国への提案・要望
商工労働施策の円滑な推進を図るため、制度改善等につき国に対して次の提案・要
望活動を行った。
　　　・国の施策並びに予算に関する提案・要望（平成29年7月）
２　部の広報・広聴

(1) 広報媒体の利用計画等の作成調整

広報媒体の利用計画、月間広報事項作成のための資料の提供及び広報・広聴事項の連絡調整を実施した。
(2) 報道機関に対する発表及び資料の提供
報道機関への発表及び資料提供を行い、部行政の広報を推進した。
３　施策情報の発信
ポータルサイト「つなぐ」により情報発信を行うとともに、（公財）大阪産業振興機構との連携によるメールマガジン「大阪府商工関連ニュース」を定期的に配信する等、最新の施策情報を中小企業者に提供した。

４　会議等への参画
　　商工労働施策の円滑な推進を図るため、国、都道府県との意見交換に努めた。
・八大都道府県商工担当部長会議（平成29年11月）
広域産業振興グループ
　関西広域連合の広域産業振興に関する事務を行った。

　
１　「関西広域産業ビジョン２０１１」の推進

「関西広域産業ビジョン２０１１」に定めた４つの戦略に掲げる取組の検証・評価に対する助言を受けるとともに、今後のビジョンの推進に係る意見交換を行うため、経済界及び学識者からなる「関西広域産業ビジョン２０１１」推進会議を分野担当府県として運営し、構成府県市とともにビジョンの推進に努めた。

【「関西広域産業ビジョン２０１１」推進会議】
	開催日
	議　題

	平成29年9月25日
	平成29年度事業の中間評価及び平成30年度事業等

	平成30年3月1日
	平成29年度事業の報告・期末評価及び平成30年度事業計画・目標設定等


２　広域産業振興行政の企画立案・総合調整
広域産業振興施策に関して、「参与※会議」を分野担当府県として運営するなど、構成府県市間の調整を行った。

※関西広域連合構成府県市の産業担当部局の次長級職員が関西広域連合広域産業振興局の参与に任命されている。
【参与会議】
	開催日
	議　題

	平成29年5月11日
	平成29年度事業計画及び事業推進体制等

	平成29年9月13日
	平成29年度事業の中間評価及び平成30年度事業の予算編成等

	平成30年2月1日
	平成29年度事業の期末評価及び平成30年度事業の目標設定等


３　広域産業振興施策の推進
　　平成29年度事業計画に基づき、構成府県市との連携・調整の下、広域産業振興施策の推進に努めた。
予算グループ
　部の予算編成事務並びに部の決算等に関する事務を行った。
　なお、歳入歳出予算、決算の概要は次のとおりである。
　一　般　会　計　
　ア　歳　　　入　　　　　　　　　　
　　　　予　算　額　　　　　　　　２６３，９６３，１０７，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　収　入　額　　　　　　　　２６３，４８１，３２３，４７６円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　イ　歳　　　出
　　　　予　算　額　　　　　　　　２７７，６５８，０３６，４５２円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（内他部課予算執行機関配当分　　１，９３６，２２２，２４９円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支　出　額　　　　　　　　２７５，１７５，９６０，７９２円
　中小企業振興資金特別会計
ア　歳　　　入
　　　　予　算　額　　　　　　　　　１９，３６５，２０４，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　収　入　額　　　　　　　　　２１，４８８，４４３，２３５円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　イ　歳　　　出
　　　　予　算　額　　　　　　　　　１９，３６５，２０４，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（内他部課予算執行機関配当分　　　　　　　　　９１，４４１円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支　出　額　　　　　　　　　１９，２９７，６５１，８７２円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
経済リサーチグループ・企業リサーチグループ
１　調査研究事業
(1) 政策立案支援調査

当該年度は9本の政策立案支援調査を実施し、報告書を発行した（平成30年4月）。
· 府内中小企業における技能系・技術系正社員の育成・職業能力向上

· 本社の移転・立地の要因に関する調査研究

· 大阪における高度外国人材の採用と定着

· 中小企業の生産性向上に資する大阪の知識集約型ビジネス・サービス業（KIBS)についての調査研究
· 地域の「稼ぐ力」を高める仕組みづくり 
· 大阪の健康関連事業への取組の実態と課題
· 府内中小企業における非財務項目の認識

· 人材の採用と確保に関する調査

· デジタルものづくりによる付加価値向上イノベーション

  (2) 経済動向調査
· 毎月、景気動向指数を作成し、各種統計、消費動向調査結果と合わせて、「大阪経済の情勢」としてとりまとめた。
· 四半期ごとに景気観測調査及び業種別景気動向調査を実施するとともに、各時点で重要な事象を分析し経済情勢トピックスとしてまとめた。
· これらの調査結果は、当センターのウェブサイトで随時公表するとともに、年４回発行する『おおさか経済の動き』に掲載した。
· 前年の年間を通した経済動向をとりまとめ、『おおさか経済の動き　別冊』として発行した。
２　その他の事業
(1) その他のセンター業務

· 『なにわの経済データ』を作成し、発行した。（平成29年10月）
· 各課担当による部内他課及び他部局からの依頼対応を行い、各種事業応募事業者の審査業務等を実施した。

· 市役所など庁外の公的機関からの講演や産業振興のための委員会の委員就任依頼、業界団体からの講演依頼等に対応した。
(2) 兼務業務
· 経営革新計画承認支援業務を実施した。（経営支援課）
· 高度化診断業務を実施した。（金融課）
· マーケティングリサーチ業務及び企画室支援業務を実施した。（企画室）　
· 商店街の活性化に関する支援業務を実施した。（商業・サービス産業課）

· せんば適塾業務を実施した。（ものづくり支援課）
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